
用することにより、健康及び福祉の増 名称 単位
進と文化の向上が図られ、地域住民の交流ができます。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

・効率的な管理運営業務が遂行できるよう、指定管理者 標 予　定指標値
　の指導を継続的に行う必要があります。 3

実　績 －－－・施設、設備を良好に保つため、適正な維持管理を実施

　する必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

・指定管理者制度の導入により、効率的な施設の管理運営業務が行われました。今後も指定管理者を指導、

　監督しながら、継続的に良好な管理運営業務が行われるよう努めます。

・補修計画に基づく維持管理を行っていきます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9224

一般会計

事務事業名 柳橋ふれあいプラザ管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 管理担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成6年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

施設利用者 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 18,634 20,908 114,461

人件費 3,199 3,092 7,114

目　的 総事業費 21,833 24,000 121,575

ごみ焼却に伴う余熱有効利用施設を適切に維持管理しま 30年度事業費（予算額）財源内訳
す。 国支出金 30,245

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・指定管理 】 市債 62,700

・利用者が快適に利用できるよう、施設の維持管理及び その他 1,795

　運営管理を適切に行います。 一般財源 19,721

・第１、２集会室、会議室、岩・檜風呂、調理実習室 合　計 114,461

　（以上有料施設）、ロビー兼ギャラリー、トレーニン ３.活動内容
　グ室、談話室、展示コーナーを施設利用者に開放しま 名称 施設開館日数 単位 日
　す。 活

内容説明 焼却施設の運転計画と連動しています。動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 305 305 305指標値
1

実　績 305 305 －－－成　果（効果･予測）

市民等が施設を利



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
施設管理業務は指定管理者の活用が可能ですが、ごみ処理施設と関連がある機器の維

持補修や保守点検については、市が行う必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 市民ニーズの把握に努め、事業活動の向上を図っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
指定管理者制度を導入し、事業費、人件費の削減を図っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
ごみ処理施設の地元還元利用を考慮し、適正な受益、負担となっています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
障がい者トイレの設置やバリアフリーへの対応が図られています。

Ａ Ａ Ａ



度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 361 361 361指標値
1

実　績 361 361 －－－成　果（効果･予測）

関係諸法令に基づく設備の保守点検を定期的に実施する 名称 清掃業務回数（定期） 単位 回
ことにより、施設建物及び設備等の安全かつ安定的な運 活

内容説明 清掃業務委託による清掃を定期的に実施用が確保できます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 25 25 25指標値
2

実　績 25 25 －－－

名称 建築機械設備保守点検回数 単位 回
活

内容説明 建築機械設備保守点検委託による点検を定期的に実施動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

本施設は建設後２３年が経過し、安全かつ安定的な運用 標 予　定 12 12 12指標値
をするため、更新を含めた維持補修が必要となります。 3

実　績 12 12 －－－

名称 自家用電気工作物定期精密点検 単位 回
活

内容説明 大和市電気保安規程に基づく年１回の点検を実施動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 1 1 1指標値
4

実　績 1 1 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き効率的な維持管理を行い、必要最小限な経費での運営に努めます。

保守点検委託、維持補修等の設計積算の適正化や説明責任の向上を目的として、国土交通省の積算要領を活

用します。
今後の方針等

施設使用期間の延伸化を考慮すると共に一部設備の更新を踏まえたうえ、建物設備の現状把握を行い、建物

設備等の補修を計画的に行います。

平成２９年度　事務事業評価表
9228

一般会計

事務事業名 環境管理センター建物設備等維持管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 施設維持担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

消防法、水道法、下水道法、労働安全衛生法

根拠法令 名　称 電気事業法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成6年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

環境管理センター管理棟及び工場棟の建物設備、外構設 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
備、光熱水費等及び自家用電気工作物 事業費 104,690 98,719 112,287

人件費 6,398 9,359 15,106

目　的 総事業費 111,088 108,078 127,393

建物及び建物設備等を適正に維持管理します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 19,600

・関係諸法令等に基づく設備の定期的な保守点検、劣化 その他 0

　した箇所の修理及び交換等の補修を実施します。 一般財源 92,687

・建物管理経費の効率的な執行及び光熱水費の節減等を 合　計 112,287

　実施します。 ３.活動内容
・電気事業法、大和市電気保安規程に基づく自家用電気 名称 清掃業務日数（日常） 単位 日
　工作物の適正管理を実施します。 活

内容説明 清掃業務委託による清掃を毎日実施動

指 28年



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が管理している施設の維持管理に関する事業であるため、市が責任を持って関与す

る必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 法令に基づき建物及び自家用電気工作物を適正に維持管理しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
建物の維持管理に必要な法令点検及び付帯器機の保守を行い、施設の適正管理に努め

ています。また、大和市環境マネジメントシステムに基づき、エネルギーの節減を図
Ａ Ａ Ａ

っています。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
適正に施設の維持管理が行われていると共に、財源は、一般財源と合わせ設備の更新

に係るものは起債を活用していることから、広く公平な受益・負担となっています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
環境管理センター施設見学通路、管理棟１、２階トイレ及びエレベーターについては

、バリアフリー対応を図っています。
Ａ Ａ Ａ



年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 40 40 40指標値
1

実　績 27 32 －－－成　果（効果･予測）

維持補修計画に基づく補修を実施することにより、機器 名称 単位
等の故障が減少することを期待でき、年間を通して施設 活

内容説明の安全かつ安定的な運転が確保できます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

本施設は計画的な更新等により、設備の健全化が保たれ 標 予　定指標値
ていることから、使用期間の延伸を含め計画的な維持補 3

実　績 －－－修が必要となります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

「ごみ処理施設維持補修計画」により進めてきた補修実績と、精密機能検査等の結果を踏まえると共に、施

設の延命化を見据えた中で、全体計画の見直しを行います。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9229

一般会計

事務事業名 環境管理センターごみ処理施設維持補修事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 施設維持担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称 電気事業法、労働安全衛生法、公害防止法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成6年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

環境管理センター焼却処理施設及び粗大ごみ処理施設 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 333,252 343,636 297,312

人件費 17,558 11,938 14,591

目　的 総事業費 350,810 355,574 311,903

施設の安全かつ安定的な継続運用のために、焼却棟及び 30年度事業費（予算額）財源内訳
粗大棟設備の維持補修を実施します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 278,400

・平成１９年度に策定した「環境管理センター新一般廃 その他 0

　棄物（ごみ）処理施設維持補修計画」に基づいて年間 一般財源 18,912

　スケジュールを組み、公害防止法等法令遵守を最優先 合　計 297,312

　に、施設を継続運用するための補修を実施します。 ３.活動内容

名称 計画的な補修の実施 単位 件
活

内容説明 施設の安全かつ安定的な運転を維持するための補修件数動

指 28



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が管理する施設の維持補修に関する事業であるため、市が責任を持って進めていく

必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 「ごみ処理施設維持補修計画」及び毎年実施する施設保守点検結果に基づき、優先度

や予算の平準化を踏まえて、効率的な事業の執行を図っています。
Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
「ごみ処理施設維持補修計画」及び毎年実施する施設保守点検結果に基づき、優先度

や予算の平準化を踏まえて、適正な施設維持補修に努めています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
施設の維持補修により、適正なごみ処理が行われていると共に、財源は、一般財源と

合わせ設備の更新に係るものは起債を活用していることから、広く公平な受益・負担
Ａ Ａ Ａ

となっています。

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
計画的に施設を整備・補修することにより、安定した一般廃棄物の処理が可能となり

、周辺環境への影響を最小限にするよう努めています。
Ａ Ａ Ａ



－－成　果（効果･予測）

焼却施設の保守点検を実施することにより、安全かつ安 名称 自主点検の実施箇所 単位 箇所
定的な施設の稼働を確保することができ、更に、環境負 活

内容説明 施設を適正に管理するために定期的に実施している自主点検荷の低減に繋がります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 17 17 17指標値
2

実　績 17 17 －－－

名称 大気・ごみ・水質・焼却灰、ダイオキシン類分析箇所 単位 箇所
活

内容説明 法定基準の遵守及び適正運転状況確認のための分析動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

焼却施設及び粗大ごみ処理施設を安全で安定的に運用す 標 予　定 14 14 14指標値
るための法定検査及び点検業務が必要となります。 3

実　績 14 14 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続き、法に基づく分析・検査だけでなく、点検内容及び運転方法等の把握を行うと共に、「ごみ処理施

設維持補修計画」との連携を図り、ごみ処理施設の安全かつ適正な維持管理を実施します。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9230

一般会計

事務事業名 環境管理センターごみ処理施設維持管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 施設維持担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、神奈川県生活環境の保全に関する条例

根拠法令 名　称 電気事業法、労働安全衛生法、大気汚染防止法、水質汚濁防止法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和46年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

焼却処理施設及び粗大ごみ処理施設 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 161,700 151,197 188,313

人件費 13,392 11,938 14,591

目　的 総事業費 175,092 163,135 202,904

処理施設の適正運転及び安全かつ安定的なごみ処理の継 30年度事業費（予算額）財源内訳
続を図るため、施設を適正に維持管理します。 国支出金 100,000

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・ごみ処理施設を運営していく上で必要な関係諸法令に その他 0

　基づく保守点検を実施します。 一般財源 88,313
合　計 188,313

３.活動内容

名称 法定検査実施回数 単位 回
活

内容説明 ボイラー、タービン、クレーン、第１種圧力容器の法定検査動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 6 6 6指標値
1

実　績 6 6 －



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が管理する施設の維持管理に関する事業であるため、市が責任を持って進めていく

必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 市民から排出されるごみを適正に処理するためには、焼却施設及び粗大ごみ処理施設

の点検整備は欠かすことができないものであり、安全・安心な環境を保持するために
Ａ Ａ Ａ

、十分な成果を上げています。

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
法令で定められた機器の点検委託や大気・水質・ごみ等の分析委託であることから、

事業費は、適正な水準であると考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
一般財源の負担により、ごみ処理施設を適切に維持し、ごみ処理が適正に行われるこ

とから、公平な受益・負担が図られています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
公害防止、環境保全のための分析を行い、その結果をインターネットや閲覧ファイル

により、市民に情報提供しています。
Ａ Ａ Ａ



値
2

実　績 3 2 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

適正に焼却灰の処分をするため、県外最終処分場を継続 標 予　定指標値
的に確保することが必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

焼却灰の安全かつ安定的な埋立処分先である現状の県外最終処分場へ、必要最低限の量を搬出します。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9231

一般会計

事務事業名 一般廃棄物運搬処分事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 操作担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成6年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

一般廃棄物焼却灰 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 24,012 21,728 21,855

人件費 2,530 1,176 2,029

目　的 総事業費 26,542 22,904 23,884

一般廃棄物焼却灰を適正に処分します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

安定かつ安全な焼却灰の最終処分場を選定し、焼却灰の その他 0

最終処分を行います。 一般財源 21,855
合　計 21,855

３.活動内容

名称 焼却灰等搬出量 単位 t
活

内容説明 埋立処分される焼却灰等の搬出量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 1,291 600 600指標値
1

実　績 1,282 598 －－－成　果（効果･予測）

焼却灰の一部を県外埋立処分で行うことにより、安定か 名称 最終処分場数 単位 箇所
つ安全な焼却灰の処分ができます。 活

内容説明 焼却灰等の埋立処分を行う処分場数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3 2 2指標



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
廃棄物の処理及び清掃に関する法律により、一般廃棄物は市の責務として適正に処理

処分することが規定されています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 一般廃棄物焼却灰は、適正に処分されています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
安全かつ安定な埋め立てが行える最終処分場の中から、運搬及び処分費用を含め総合

的な判断により県外民間処分場を選定しており、最低限の処理量としていることから
Ａ Ａ Ａ

経費は適切だと考えます。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
ごみの排出時に市民・事業者から排出量に応じた手数料を徴収しており、受益・負担

は適正となっています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
有害物質等の拡散防止のため、薬剤処理や灰のセメント固化を行っています。

Ａ Ａ Ａ



97 55,140 54,820指標値
1

実　績 54,367 53,200 －－－成　果（効果･予測）

ごみの適正な処理及びエネルギーの有効利用が図れま 名称 発電電力量 単位 kwh
す。 活

内容説明 ごみ焼却により発生する電力量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 16,084,000 15,930,000 16,390,000指標値
2

実　績 16,870,589 16,252,383 －－－

名称 塩化水素濃度 単位 ppm
活

内容説明 排ガス中に含まれる有害物質濃度動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

焼却施設の効率的な施設運用や排ガスなどの環境面に配 標 予　定 50 50 50指標値
慮した運転管理を継続する必要があります。 3

実　績 38 37 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

引き続きごみを適正に処理し、安全かつ安定した焼却施設の運転管理を行います。

焼却施設の運転について、稼動する炉数、焼却するごみ量など、引き続きごみ焼却に伴って発生するエネル

ギーを効率よく利用できる運転に努め、経費節減を図ります。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9232

一般会計

事務事業名 可燃ごみ焼却処理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 操作担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称 神奈川県生活環境の保全に関する条例

大気汚染防止法等

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和36年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

可燃ごみ 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 264,228 263,036 281,592

人件費 40,402 38,271 39,472

目　的 総事業費 304,630 301,307 321,064

可燃ごみを焼却処理することにより、衛生的で快適な生 30年度事業費（予算額）財源内訳
活環境を確保します。併せて、ごみ焼却の熱エネルギー 国支出金 0

により発電を行います。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・搬入された可燃ごみを焼却処理します。　　　　　 その他 214,460

・焼却で発生する熱エネルギーを有効利用して経費を削 一般財源 67,132

　減します。　　　　　　　　　　　　　　 合　計 281,592

・発生する排ガスに万全な公害防止対策を行います。 ３.活動内容

名称 可燃ごみ焼却量 単位 t
活

内容説明 焼却処理する可燃ごみの量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 56,0



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
焼却施設を運転管理していく上で、委託業務の指導等、市の関与する必要性が高いと

判断します。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 焼却施設の効率よい運転計画を作成し、経費の削減を図っています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
焼却施設の運用に必要な最低限の経費です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
ごみの排出時に市民・事業者から排出量に応じた手数料を徴収しており、適正な受益

・負担となっています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
ごみ焼却に伴って発生するエネルギーを有効活用し、公害対策に配慮した運転管理を

行っています。
Ａ Ａ Ａ



、処分費等の経費の削減を図る 名称 資源の回収量 単位 ｔ
ことができます。 活

内容説明 不燃ごみと粗大ごみに含まれる資源の回収量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 937 927 871指標値
2

実　績 897 907 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

有害物や処理困難物を安全かつ安定的に処理し、不燃ご 標 予　定指標値
み・粗大ごみに含まれる資源を適正に選別する必要があ 3

実　績 －－－ります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

不燃・粗大ごみ処理施設を適正に管理し、有害物や処理困難物は安全で確実な処理を実施し、ごみから有価

物の選別を行い資源化を推進します。

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律に則り、市が指定する使用済小型家電回収対象１３品
今後の方針等

目を適正に資源化処理します。

平成２９年度　事務事業評価表
9233

一般会計

事務事業名 不燃・粗大ごみ処理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 操作担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称 電気事業法、労働安全衛生法

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和48年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

不燃・粗大ごみ 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 63,318 63,992 65,095

人件費 50,724 44,657 44,974

目　的 総事業費 114,042 108,649 110,069

不燃ごみ・粗大ごみの安全な処理を推進します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・有害物・危険物を取り除いた不燃ごみと粗大ごみを、 その他 62,706

　破砕処理します。 一般財源 2,389

・不燃ごみ・粗大ごみに含まれる資源を選別し、回収し 合　計 65,095

　ます。 ３.活動内容

名称 不燃ごみと粗大ごみの搬入量 単位 t
活

内容説明 不燃ごみと粗大ごみの搬入量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2,800 2,415 2,405指標値
1

実　績 2,444 2,336 －－－成　果（効果･予測）

最終処分量が少なくなり



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
一般廃棄物の処分は、市が行う責務があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 リサイクルの推進とごみ処理の経費削減が図られています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
搬入された不燃・粗大ごみの中から資源や危険物等を選別し、資源は有効に売り払い

、危険物は安全で確実な処理を行い、処理困難物は適正な価格で委託処理し、経費削
Ａ Ａ Ａ

減に努めています。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
ごみの排出時に市民から排出量に応じた手数料を徴収しており、適正な受益・負担と

なっています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ｂ：社会的配慮は行っているが、まだ不十分である。

社会的配慮
排出者に対し、ごみの分け方・出し方について情報提供を行い、さらなる資源化を推

進していきます。
Ｂ Ｂ Ｂ



活
内容説明 水質分析委託による分析を定期的に実施となり、併せて焼却灰の安全で適正な処分ができます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 12 12 12指標値
2

実　績 12 12 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

本施設は稼働後２６年が経過し、平成２８年６月に埋め 標 予　定指標値
立てを終了しており、県への終了届は、平成３０年１月 3

実　績 －－－に受理されています。今後は廃止に向けて、施設を安全

で安定的に維持できるよう計画的な維持補修が必要とな 名称 単位
ります。また、上部利用については、関係部署と連携し 活

内容説明て進めて行く必要があります。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

平成２９年度に終了届の手続きが完了したことから、廃止に向けて適正な維持管理に努めると共に、上部利

用については、関係部署と連携を図り進めて行きます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9234

一般会計

事務事業名 最終処分場施設維持管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 施設維持担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称 水質汚濁防止法

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和52年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大和市一般廃棄物最終処分場 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 18,995 16,352 24,571

人件費 1,860 2,505 3,316

目　的 総事業費 20,855 18,857 27,887

関係法令に基づき、施設を適切に維持管理します。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・水処理施設の維持管理業務及び放流水等の水質分析並 その他 0

　びに設備の劣化箇所の補修を実施します。 一般財源 24,571
合　計 24,571

３.活動内容

名称 水処理施設維持管理保守点検回数 単位 回
活

内容説明 水処理施設保守点検を定期的に実施動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 104 104 102指標値
1

実　績 102 101 －－－成　果（効果･予測）

水処理施設の定期的な保守点検、水質分析等を実施する 名称 水質分析回数 単位 回
ことにより、安定かつ効率的な施設の維持・運営が可能



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
市が管理する施設の維持管理に関する事業であるため、市が責任を持って進めていく

必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 最終処分場の保守点検整備及び水質等の分析による安全・安心な焼却灰の管理を継続

して実施する必要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
施設の保守点検業務の競争入札による執行及び保守点検結果に基づく効率的な補修の

実施に努めており、経費は適正な水準と考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
施設の点検・補修により、適正な維持管理が行われていると共に、財源は一般財源と

なっていることから、広く公平な負担となっており、適正な受益・負担と考えます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
水処理施設及び関連設備の適正な維持管理により、処分場周辺の公害防止及び環境負

荷の低減に十分配慮しています。
Ａ Ａ Ａ



物の適正処理が図られます。 活
内容説明 路盤材原料等により焼却灰の有効利用を行った量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 5,778 6,293 6,253指標値
2

実　績 5,737 6,264 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

焼却灰を資源化する委託先を引き続き確保するとともに 標 予　定指標値
、資源化製品の市場への流通性を確認することが必要で 3

実　績 －－－す。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

焼却灰の資源化推進に向け、引き続き委託先を継続するとともに、新たな資源化施策の動向については、継

続して情報収集していきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
11222

一般会計

事務事業名 焼却灰等有効利用事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 操作担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成15年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

一般廃棄物焼却灰 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 291,343 317,686 317,148

人件費 2,827 2,284 2,800

目　的 総事業費 294,170 319,970 319,948

一般廃棄物焼却灰の資源化を図ります。 30年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・焼却灰を安定かつ安全に資源化できる施設の調査と現 その他 135,718

　地確認を行います。 一般財源 181,430

・搬出先の自治体と、搬出量等の事前協議を行い、焼却 合　計 317,148

　灰の資源化を行います。 ３.活動内容
・焼却灰を路盤材原料等として有効利用します。 名称 資源化箇所数 単位 箇所

活
内容説明 資源化先として焼却灰を搬出した事業所数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 3 3 3指標値
1

実　績 3 3 －－－成　果（効果･予測）

焼却灰の資源化が推進され、国の減量化指針に則った廃 名称 焼却灰有効利用量 単位 ｔ
棄



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
焼却灰の資源化事業は、資源循環型社会構築のため行政が実施する必要があります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 ほぼ計画量に沿った焼却灰の資源化が図られています。更なる資源化をめざし、今後

も資源化の手法・手段について情報収集していきます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

27年度 28年度 29年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
焼却灰資源化については、安全・安定的、且つ、資源化製品が広く市場性のある手法

を選択しており、国及び市が目指す資源循環型社会の形成を推進するために必要な経
Ａ Ａ Ａ

費と考えます。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
ごみの排出時に市民・事業者から排出量に応じた手数料を徴収しており、適正な受益

・負担となっています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

27年度 28年度 29年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
焼却灰の資源化を実施することにより、市が目指す資源循環型社会の形成と環境負荷

低減に寄与します。
Ａ Ａ Ａ



向上し、使用者に安心感を与え、快適な利用環境が確 活
内容説明 施設の点検を定期的に実施保できます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 12 12 12指標値
2

実　績 12 12 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

施設の老朽化に対応するため、計画的に施設の補修を実 標 予　定指標値
施する必要があります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

「つきみ野駅前公衆便所」の老朽化が進んでいることから、維持補修計画に基づき施設修繕を実施し、安全

に配慮しながら公衆衛生の向上、快適な生活環境の確保を図り、事業を効率的に執行していきます。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9222

一般会計

事務事業名 公衆便所管理運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 管理担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 人の健康・一人ひとりがいつまでも元気でいられるまち

総合計画体系 個別目標 心身の健康を維持・増進する

めざす成果 心身の健康を維持・増進するための体制が整っている

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、下水道法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和54年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 4,237 3,330 3,645

人件費 744 1,042 1,894

目　的 総事業費 4,981 4,372 5,539

公衆便所の適切な維持管理を行い、公衆衛生の向上、健 30年度事業費（予算額）財源内訳
康で快適な生活環境を確保します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・つきみ野駅前公衆便所の快適な利用環境を維持するた その他 0

　め施設清掃、消耗品の補充等を実施します。 一般財源 3,645

・小田急大和駅公衆便所等の維持管理費の一部を負担し 合　計 3,645

　ます。 ３.活動内容

名称 施設内清掃実施月数 単位 月
活

内容説明 清掃を定期的に実施動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 12 12 12指標値
1

実　績 12 12 －－－成　果（効果･予測）

無駄のない適正な施設管理を行うことにより、公衆衛生 名称 施設内設備機能点検回数 単位 回
が



9年度 (当該年度) 30年度

環境問題に取り組む上で、より身近にごみ処理問題を考 標 予　定指標値
えることは非常に重要であり、今後も市民、小学生等の 3

実　績 －－－意識啓発を図るため、事業を継続する必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

個人や少人数での見学も積極的に受け入れ、見学しやすい受け入れ態勢が整備されています。

市内小学校４年生の社会科授業の一環である施設見学において、学校との連携を図り、ＯＡ機器を活用する

など、分かりやすい施設見学資料の整備に努め、見学者の環境問題に対する理解が一層深まるような事業実
今後の方針等

施を目指します。

平成２９年度　事務事業評価表
9225

一般会計

事務事業名 ごみ処理啓発事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 管理担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成6年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 332 356 333

人件費 3,274 3,095 3,832

目　的 総事業費 3,606 3,451 4,165

ごみ処理施設の見学等により、ごみ処理についての理解 30年度事業費（予算額）財源内訳
を深め、ごみの減量化、資源化意識の啓発を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

市内小学生をはじめとする市民及び他市からの希望者を その他 0

対象とした施設見学等を実施します。 一般財源 333
合　計 333

３.活動内容

名称 施設見学者数 単位 人
活

内容説明 施設見学延べ参加者数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2,600 2,600 2,600指標値
1

実　績 2,130 2,108 －－－成　果（効果･予測）

施設見学を実施することにより、分別の必要性やごみ処 名称 単位
理についての理解を深めることができます。 活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 2



な処理が図れます。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

処理不適物、産業廃棄物の混入のおそれがあることから 標 予　定指標値
、環境管理センターごみ受け入れ基準に基づく適正搬入 3

実　績 －－－を徹底する必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

非常勤職員を窓口に配置することで効率よく行われています。計量機、計量システムはＩＣチップを活用し

ており利便性、安全性を図っております。一般廃棄物収集運搬業許可業者については搬入ごみの検査を実施

して適正な事業系一般廃棄物搬入を指導しています。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9226

一般会計

事務事業名 搬入物管理事務

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 管理担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成12年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

排出事業者及び一般廃棄物収集運搬許可業者 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 356 412 122

人件費 20,429 25,391 23,545

目　的 総事業費 20,785 25,803 23,667

一般廃棄物の統計、計量、処理手数料の徴収、許可業者 30年度事業費（予算額）財源内訳
の指導を行います。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・一般廃棄物処理業者の許可・指導事務や搬入物の計量 その他 82

　事務、一般廃棄物処理手数料の徴収事務、一般廃棄物 一般財源 40

　の統計事務を行います。 合　計 122

３.活動内容

名称 ごみの適正搬入日数 単位 日
活

内容説明 年間開庁日数に対するごみの適正搬入日数動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 308 308 309指標値
1

実　績 308 310 －－－成　果（効果･予測）

市の管理の下、排出事業者、搬入業者それぞれが責任を 名称 単位
持って協力することにより、自主的・積極的に搬入物の 活

内容説明適正



説明 年２回動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 2 2 2指標値
2

実　績 2 2 －－－

名称 作業環境測定実施箇所 単位 箇所
活

内容説明 粉じん６、水銀６、騒音７動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

よりよい作業環境、職場環境を確保するため、安全衛生 標 予　定 19 19 19指標値
委員会・安全衛生事業（救助訓練や安全衛生講習会等） 3

実　績 19 19 －－－を継続的に実施することが必要です。

名称 ダイオキシン類作業環境測定実施箇所数 単位 箇所
活

内容説明 ダイオキシン類１３、粉じん４動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 17 17 17指標値
4

実　績 17 17 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅰ：現状のまま継続 28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続

委員会活動・作業環境測定の充実を図ることにより、職場の安全衛生を推進します。

今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
9227

一般会計

事務事業名 環境管理センター安全衛生推進事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 管理担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

労働安全衛生法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成2年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

環境管理センター職員及び委託受託者、補修請負者 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 1,677 1,942 2,499

人件費 5,878 2,432 2,874

目　的 総事業費 7,555 4,374 5,373

職員及び受託業者等の安全衛生を推進することにより、 30年度事業費（予算額）財源内訳
より良い作業環境、職場環境を維持します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・職員や受託業者等の作業環境を調査し、定期的に安全 その他 0

　衛生委員会等を開催し、職場環境の改善に繋げます。 一般財源 2,499
合　計 2,499

３.活動内容

名称 安全衛生委員会・事業実施回数 単位 回
活

内容説明 月１回×１２回動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 12 12 12指標値
1

実　績 12 12 －－－成　果（効果･予測）

よりよい作業環境、職場環境が確保されます。　　　　 名称 ダイオキシン類対策委員会開催回数 単位 回
　　　　　　　　　　　　　　　　 活

内容



資源物の受入量します。 動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 12 11 10指標値
2

実　績 11 10 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

安全な受入のために市民と市収集車や事業系ごみ搬入車 標 予　定指標値
両との動線の分離が必要です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
27年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

安全な受入のために、分かりやすい表示を行い、引き続き、適正な受入分別指導を実施し、ごみの適正処理

を推進します。

混雑時に誘導員を配置し、搬入経路を変更するなど、搬入車両の安全確保及び渋滞緩和に努めます。
今後の方針等

平成２９年度　事務事業評価表
14733

一般会計

事務事業名 直接搬入ごみ受入施設等運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

環境農政部 施設課 操作担当 板鼻　一弘

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・環境を守り育てるまち

総合計画体系 個別目標 地球にやさしく活動する

めざす成果 ごみの減量化、資源化が進んでいる

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成19年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 28年度（決算額） 29年度（決算額） 30年度（予算額）
事業費 10,017 10,692 14,242

人件費 2,902 3,884 5,085

目　的 総事業費 12,919 14,576 19,327

直接搬入ごみ受入施設を運営し、安全な受入の確保を図 30年度事業費（予算額）財源内訳
ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・環境管理センターに直接搬入される家庭ごみの受入・ その他 3,634

　計量を行い、所定の料金を徴収します。 一般財源 10,608
合　計 14,242

３.活動内容

名称 直接搬入ごみの受入量 単位 t
活

内容説明 直接持ち込まれた家庭ごみの受入量動

指 28年度 29年度 (当該年度) 30年度

標 予　定 889 858 992指標値
1

実　績 858 992 －－－成　果（効果･予測）

ごみ処理施設とは別の施設でごみの受入と資源の受入が 名称 直接搬入資源物の受入量 単位 t
運営されることで、市民に対して安全性と利便性が向上 活

内容説明 直接持ち込まれた


